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営業を再開できない一番の理由（避難区域内の休業事業者）

282
事業者

震災時商圏の喪失
39.4％

多くの事業所が
震災前商圏を喪失
しているため、
依然として休業
せざるをえない。

避難元では利益が確保できない
9.6％

馴染み客の減少
8.5％

避難先では売り上げ確保不能
8.2％

従業員が確保できない
0.4％

どれもあてはまらない
10.3％

再開するには高齢
16.3％

従業員が戻らない
1.4％

風評被害が根強い
2.5％

長期休業で取引先喪失
3.5％


